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１　はじめに

2000 年代以降アメリカにおいて、インターネット

の急速な発展を背景に、主としてブログを舞台とし

た新しい社会思想のムーブメントが見られた（岡本 

2022; 木澤 2019a; 2019b）。ネット社会を思想的な側面

から考察した主な先行研究に、以下がある。東（2015

［2011］）は、ルソーやフロイトの社会思想をベースに、 

SNS へのポストや Google の検索結果に人びとの潜在

的な欲望を見出し、これを新しいタイプの集合知、彼

の言葉で「一般意志 2.0」として解釈し、新たな民主

主義の可能性を論じた。また、セジウィックによる

編著（Sedgwick（Ed.）（2019））においては、ネット

で活動する思想家たちがやがて極右的な思想を持った

「オルタナ右翼」という勢力に発展していく過程が描

かれている。しかしながら、こうした研究は、まだま

だ黎明期にあると言ってよいだろう。

本稿の目的は、シリコンバレーの起業家でありブロ

ガーであるカーティス・ヤーヴィン（Curtis Yarvin, 

1973-）の主張する「新官房学」（Neocameralism）を「デ

ジタル・レーニン主義」（Digital Leninism）と比較し、

その思想的意義を明らかにすることである。

新官房学の比較対象として、デジタル・レーニン主

義を対置させる理由は、第一に、どちらもネット社会

を前提とした、試論的な社会思想という共通点を持つ

からである。第二の理由は、他方で、生み出される背

景となる社会システムが全く異なるという相違点も有

するからである。のちに詳述するように、前者は資本

主義を究極的に効率化・合理化させることが目的であ

るのに対して、後者は社会主義における統治手法の先

鋭化を目的のひとつとする。

本稿に通底する問題意識は、ネット社会を前提とし

た思想的考察をベースに、それが理論や政策、ひいて

は現実の社会にどのような影響を与えるのかという点

にある。そこで対極に位置する双方の思想を比較する

ことで、より明確に特徴を把握できるであろう。

本稿の考察を、以下のように進める。２章において
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は、まずカーティス・ヤーヴィンの提唱した「新官房

学」について検討する。３章においては、近年の中国

で見られる「デジタル・レーニン主義」について取り

上げ、さらに二つの思想の特徴を比較して論じる。最

後に４章においては、本稿で提出された論点を整理し

て、結びとする。

２　新官房学

１）新官房学とは何か

本節では、2000 年代後半にネットに登場した「新

官房学」について吟味する（１）。カーティス・ヤーヴィ

ンは、2007 年頃から 2014 年頃まで「メンシウス・モー

ルドバグ」（Mencius Moldbug）というペンネームを

用いて、ブログ「Unqualified Reservations」を開設し、

言論活動を行なっていた（２）。そこで展開されていた

主張は、自由な市場を確保せよと主張するリバタリア

ニズムや、強いリーダーを容認する君主制を容認・推

奨するものであった。こうした大胆な主張は多くの支

持者・読者を獲得したが、そのひとりである PayPal

創業者ピーター・ティールから出資を受けて起業し、

データの所有権を分散させるプロジェクトに携わる。

ただし、彼の言説が反・政府的あるいは反民主的だと

揶揄されることが多くなるにつれ、2013 年ごろから

プログラミングに活動の重心を移し、2014 年ごろに

はブログへの投稿はほとんど見られなくなった。彼は

現在も活動を続けているが、一部有料会員向けのブロ

グや、ポッドキャストが主な媒体であるようだ。

彼の思想の枢要は、おおよそ次の二点に再構成でき

る。一点目は、ミーゼスへの賞賛と、リバタリアニズ

ムである。実際にヤーヴィンは、20 世紀初頭から半

ばにかけて活躍した経済学者ルートヴィッヒ・フォン・

ミーゼス（Ludwig von Mises）の著作群に影響を受

け、彼を「巨人」（a titan）だと称揚している（Yarvin, 

2010）。そこで以下では、ミーゼスの思想に触れつつ、

ヤーヴィンの主張について吟味しよう。

ミーゼスは、同じく自由主義思想で知られるフリー

ドリッヒ・ハイエクの師匠筋にあたる。ハイエクの方

法論は、人間の持つ理性は経験によって成長しうると

いう経験主義に立つが、ミーゼスは、合理的な理性を

持った人間を想定し、そこから社会を演繹的に記述す

るという方法論を採った。そして、人間が理性的にふ

るまうための社会制度は、自由主義しかありえず、し

たがって社会主義や計画経済は排除せねばならないと

いうリバタリアニズム（自由放任主義）を主張した（橋

本 , 1994）。アメリカにおいてミーゼスの思想の普及

拡大に大きな役割を果たしたのは、無政府資本主義を

提唱したロスバードやハンス・ヘルマン・ホッペなど

が属するネオ・オーストリア学派と呼ばれる研究集団

である。とりわけ初期のヤーヴィンの主張を見ると、

ミーゼスのみならず、彼らの言説に強く影響を受けて

いることがわかる（Yarvin, 2010）。

こうした思想に基づいて、彼は大胆な提案を示す。

それは、政府を民営化したうえで一種の「企業」とし

て扱い、株式会社のように運営するというガバナンス

モデルである。そこでは、CEO たる君主は、最終的

な意思決定者として、株主に対して責任を持つとされ

る。国家は、安全保障、インフラ、教育などの必要不

可欠なサービスを提供する責任を負うが、株式会社の

投資家が配当を受けるのと同様に、株主は国家に出資

し、出資額に応じた配当としてこうしたサービスを受

けるのである。「……国家とは、一国を所有するビジ

ネスである。国家は、他の大企業と同様に、形式的な

所有権をそれぞれが国益の正確な一部分に対応するよ

うな売買可能な株式に分割するかたちで経営されるべ

きである（うまくいっている国家は、とても収益性が

高い）」（Yarvin, 2007）。

ヤーヴィンは、このようなモデルを提示して、自身

のリバタリアニズムの実現を構想した。しかしながら、

自由市場が機能するためには、市場参加者にルールを

守らせるための強固な権限が必要となる。例えば、市

場取引に罰則がなければ、契約の不履行などの悪行が

横行してしまうだろう。こうしてヤーヴィンは、権力

をトップの人間に集約させることが必要だという認識

に至る。これが二点目の特徴である、トマス・カーラ

イルへの賞賛と、権威主義的政治体制へのコミットメ

ントである。カーライルは、J.S. ミルに影響を与えた

ことで知られるが、その主張は、１．人生には強力な

宗教感覚が必要である、２．行動の重要性、３．秩序
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の尊重、４．英雄の役割の 4 点に集約できる（松藤 , 

1999）。なかでもヤーヴィンが注目するのは、３．秩

序の尊重と４．英雄崇拝である。

ヤーヴィンは、「悪は混沌であり、善は秩序である。

悪は左であり、善は右である」（Yarvin, 2010）という

カーライルの言葉を好意的に引用している。カーライ

ルが重んじるここでの「秩序」とは、すなわち神が作っ

た世界が「自然」として具現化されたものである。他

方でヤーヴィンにとっての「秩序」とは、プログラミ

ングのコードの世界に具現化されたものである（Siegel, 

2022）。両者の思想の根底には、共通して「厳密に構築

された世界」に対するある種の敬意が見てとれる。

カーライルは、当時の社会について「『自由主義者・

経済学者・功利主義者』が社会の秩序を破壊している」

（塩野谷 , 2014, p. 115）にという認識を持ち、それま

での旧来の秩序を回復することを訴えた。そしてその

実現のために、彼は「英雄」の役割に注目した。カー

ライルにとって英雄とは、「物質的外観の奥に隠され

ている時代の精神的リアリティを洞察し、それを時代

の課題として人々に先見的に提起するリーダー」（塩

野谷 , 2014, p. 115）のことである。こうした主張の影

響を受けて、ヤーヴィンも秩序の回復のために英雄に

よる統治が必要だと主張する。次世代のヴィジョンを

明確に示すことのできるリーダーが統治する社会の方

が、人びとが民主的に決定に関わる社会よりも望まし

い、というのである（Yarvin, 2010）。

またカーライルは、当時の啓蒙主義に反対する立

場を採ったが、ヤーヴィンもそれに強く影響を受

けて、同様の主張を展開した（３）。元来「啓蒙主義」

（Enlightenment）とは、暗くて光の当たらない場所

にいる人間を明るく照らすという意味を持つ。ヤー

ヴィンは、リバタリアニズムを経由して、こうした西

洋思想の根本にある理性や進歩を重んじる思想自体を

批判するようになった。そこで彼の反啓蒙主義的な主

張について、さらに詳しく見てみよう。

彼によれば、現代のアメリカは、国家の官僚機構の

みならず、報道機関や大学などと合わせた知的エリー

ト集団が強い影響力を持っている。ヤーヴィンはこ

れを「大聖堂」（the Cathedral）と呼び、実際のアメ

リカを動かしているのは民主主義などではなく、彼ら

こそが、絶大な影響力を持っていると説く（Yarvin, 

2008）。彼によれば、アメリカを新たな世界に刷新す

るためには、この「大聖堂」が作り出した価値観から

脱却できるかどうかが決定的に重要なのである。ヤー

ヴィンは、「大聖堂」を破壊することが、アメリカ社

会に変革をもたらすために必要な「ハードリセット」

だとして、ネットユーザーを煽動したのであった。

このような価値観の転換のことを、ヤーヴィンは

「レッド・ピル」を飲むこと、と形容している（Yarvin, 

2008）。これは、映画『マトリックス』（1999 年）に

出てくる主人公ネオが、青い薬を飲んで仮想的な世界

で安住するか、赤い薬を飲んで厳しい現実のなかで生

きていくかを選ぶというシーンに因んでいる。これ以

降、「レッド・ピルを飲む」という修辞は、「オルタナ

右翼」（Alt-right）や「インセル」（非自発的独身者）

など、現実世界に少なからず怨嗟を抱えた者たちが、

急速な社会変革を望むときに好んで使うネット・スラ

ングとなった（Finlayson, 2021）（４）。「心の広い進歩的

な皆さん、この国に住むのは不愉快でしょうか？確か

に私のようなものは不愉快かもしれませんね。私は進

歩的に育てられましたが、いまは全くそうではないの

です」（Yarvin, 2008）という発言からも垣間見える

ように、彼は「反啓蒙」あるいは「反動」を皮肉混じ

りに唱導する著述家として活動を続け、その存在は広

く認知されるようになった。

そこに、彼の影響を色濃く受けたニック・ランドと

いう人物が台頭する。そうして彼らの思想は、2010

年ごろにブロガーのアーノルド・クリングによって「新

反動主義」（New reactionary）と称されるようにな

り、のちに「オルタナ右翼」と呼ばれる反民主主義的・

反平等主義的な思想潮流へと合流した（岡本 , 2022, 

p.172）。テイトの指摘にあるように、ドナルド・トラ

ンプはこうした反・リベラルの勢いをうまく捉え、自

らの支持基盤へと取り込んだ結果、大統領に当選した。

ヤーヴィンの登場は、まさに「2016 年の大統領選挙

で最も顕著に現れた反進歩的な傾向の前触れ」であっ

た（Tait, 2019, p. 199）。
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２）新官房学は何をもたらしたか

ヤーヴィンの一連の洞察は、当初彼自身によって「形

式主義」（formalism）と名付けられていたが、ある時

期から「新官房学」（neocamelalism）と表現されるよ

うになった。「官房学」（camelalism）とは、16 世紀ご

ろから 19 世紀ごろまでのドイツ・オーストリア地域

に存在した学問体系で、「『神聖ローマ帝国』を構成し

ていた諸領邦の統治や経営の学問」（池田 , 1988, p. 8）

のことである。元来「カメラ」とは丸天井の部屋であ

るが、いつしか君主の財布、国庫をも意味するように

なった。そうして「官房学」とは、国の財政に関わる

こと、すなわち司法・行政・立法に限らず、農業、工業、

商業、国防、教育、医療など、広く国家の統治機構に

関する知見を意味するようになった（川又 , 2002）。

ところで「ネオ」（neo）とは通常、「復古した」い

う意味合いを持つが、ヤーヴィンの提唱する新官房学

は、厳密な意味で官房学の復古を目指したものではな

い。彼が継承したのは、統治機構が扱うさまざまな諸

問題を解決する主体を、唯一の権力に集約するべきだ

と考える点に過ぎない。かれがそう考えるのは、とり

わけ国家のリーダーの権限を重視するからである。統

治者は、企業の CEO のような存在であり、国民は株

主になぞらえられる。国家は企業のように利潤最大化

を求めるべく運営されるべきであり、CEO たる君主

は、株主に対して責任を負う究極の意思決定者となる。

こうして政府は、経済への干渉を最小限に抑えながら、

必要不可欠なサービスを提供することに集中し、より

効率的で効果的、かつ収益性の高い国家を目指す。彼

の考える望ましい政府とは、さながらスティーブ・ジョ

ブズやイーロン・マスクのような絶対的な権限を持っ

た企業のリーダーが国家のトップとして、株主（国民）

が最も利益を得られるようにガバナンスを行うシステ

ムである。ヤーヴィンの考えによれば、合理的に正し

く設計された権威主義的な秩序と優れたリーダーが存

在し、最大の経済的自由が保証されるとき、国民の利

益は最大になる（Yarvin, 2010）。

元来アメリカの西海岸的、あるいはシリコンバレー

的価値観は、ミーゼス流のリバタリアニズムとは親和

性が高いとされる（岡本 , 2022, p.155）。ミーゼス的な

社会観においては、人間は常に合理的で演繹的な行動

を取ることが前提となるが、テクノロジーの世界もそ

れと同様に、プレイヤーは常に合理的で、ルールに基

づいており、システムの問題は随時解決可能と想定さ

れている。こうしたエンジニアリング的思考は、社会

について管理・設計主義的な考え方や、システム的思

想とも親和的である。したがって、エンジニア的思考

とリバタリアンと権威主義は、テイトが「テクノ・リ

バタリアン（Technoliberatian）」（Tait, 2019, p.189）

と呼んだように、矛盾なく手を組むことになる。シー

ゲルの指摘するように、まさにヤーヴィンは、「18 世

紀の反動主義者が訴えていた反近代あるいは反民主主

義の世界観と、テクノロジー資本主義を社会運営の適

切な手段として受け入れるポストリバタリアンの倫理

観とを結び付けた」（Siegel, 2022）人物なのである。

新官房学については、批判されるべき点も考えられ

よう。まず、このような社会体制下では、富裕層や権

力者が政府に対して不釣り合いなほどの影響力を持

ち、民主的な参加や説明責任がほとんどない社会を作

り出す可能性がある。権威的なリーダーは、そもそも

人びとを説得しようとはしないからである。そして、

より重要なのは、社会福祉の問題や、国家に投資する

余裕のない市民のニーズに対応できていない点にあ

る。ヤーヴィンの世界観には、そもそも「株主」のよ

うにふるまう国民以外登場しない。そのことを示すよ

うに、彼の言葉のなかには「個人」や「人間」に対す

る考え方がほとんど描かれていない。したがって、ヤー

ヴィンや彼に影響を受けた主張は、一部の人びとから

は熱烈な支持を得たが、多くの人びとの持つ民主主義

的な価値観あるいは人権や平等に対する感覚とは相容

れないとして、とりわけリベラル派から強烈な批判の

対象となった（Nagle, 2017）。

こうした思想にたどり着いたヤーヴィンが実際に支

持する社会システムはどのようなものか。「モールド

バグ」名義ではなく、実名で発言するようになった近

年のヤーヴィンは、例えば中国の鄧小平政権や、シン

ガポールの政治体制について好意的に評価している

（Yarvin, 2021）。2021 年 12 月、彼はパンデミックに

対する中国の「監視国家」アプローチに対して、「最
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も赤いアメリカの赤い州の市民よりも少ない COVID

制限」であると形容した。そこでは、かつて彼が支持

したリバタリアニズムは後退し、管理された国家を望

んでいるように見える。

彼の考えに従えば、アメリカは、中国のような国民

を監視する国家を目指すべきなのか。さらには、民主

主義を制限し、リーダーによって統治される自由主義

は、社会主義とどう違うのか。これらについて吟味す

るため、次章ではデジタル・レーニン主義を取り上げ、

ヤーヴィンの思想と比較検討する。

３　デジタル・レーニン主義

１）デジタル・レーニン主義とは何か

近年中国で注目されているのが、2016 年に行われ

たドイツの政治学者セバスチャン・ハイルマンによる

報告を嚆矢に広まった、「デジタル・レーニン主義」

である（5）。これは、スマートフォンやソーシャルメディ

アなどのデジタル技術を活用して、中央政府が人びと

の行動に制限をかけたり、人びとの保有するデータを

収集し、統治に活用する手法を意味する。レーニンの

名前が冠されているのは、社会主義革命を実現するた

めに、高度に中央集権化された党の指導部が重要だと

考えたレーニン主義の思想と類似点があるからだ。こ

うした思想のもとで、現代の中国においては、テクノ

ロジーの活用が、世論を統制・操作し、異論や反対を

弾圧する手段とみなされ、正当化されている。

2020 年 以 降 の 新 型 コ ロ ナ ウ ィ ル ス 感 染 症

（COVID-19）に対する対策において、中国共産党が

収集・活用しているデータは、きわめて多岐にわたる。

代表的な例は、感染者追跡のためのアプリ「健康コー

ド」や、行動確認アプリ「行程カード」などである。

それらは単に感染を広げないための対策に用いられる

だけでなく、大規模な都市封鎖など、必要であれば人

びとの行動制限に用いるために、あらゆる情報を集約・

管理することが可能となっている。及川の指摘するよ

うに、習近平政権においては、「社会管理」から「社

会治理（ガバナンス）」へと方針の変更が見られたが、

これの意味するところは、「最先端のテクノロジーを

活用した IoE（引用者注：Internet of Everything）で

あり、換言すれば『ビッグ・データガバナンス』」（及

川 , 2022, p.54）なのである。このように、中国が本格

的にビッグデータを活用して統治を進めようとする姿

勢がうかがえる。

しかしながら、こうした統治手法が実際にうまく機

能しているか、疑問視する意見もある。例えばゲオル

ギエフは以下のように指摘する。中国共産党は、現

代的な情報技術を、権威主義体制を維持するために

活用し、目下「包摂」を目指す福祉政策を推進して

いる。本来ネットを活用する意義は、ボトムアップ

的な意見集約にあるはずである。それにもかかわら

ず、実際の政策はトップダウンで決められている。し

たがって、現状進められている政策は、真に人びとの

望んでいる福祉とは隔たりがあることが多いのである

（Gueorguiev, 2021）。さらにデジタル・レーニン主義

は、実際のところ、「IT 技術による」中国共産党の監

視の強化では決してなく、実際に行われているのは「人

間による」管理であるというマッティングリーの指摘

もある。「中国は依然として、権威主義的な抑圧と統

制の戦術を、デジタルではなく、人間的なものにほと

んど頼っている」（Mattingly, 2020, p.180）。

こうしたことから、中国で行われているデジタル・

レーニン主義の活用は今のところ発展途上であり、高

度なデジタル技術による監視を用いた政治が完全に体

現されているとみなすのは難しい。ただ大屋が論じて

いるように、こうしたデジタルデータを駆使したガバ

ナンスが日毎に強化され、さらなる自由の抑圧をもた

らしかねないことも、容易に想像できるのである（大

屋 , 2019）。

２）デジタル・レーニン主義の思想から何が見えるのか

デジタル・レーニン主義の思想的な意義をより明確

にするために、再びミーゼスらの主張を参照する。ま

ずは 1920 年代から 40 年代ごろにかけて巻き起こった

「社会主義経済計算論争」について手短に回顧しよう。

これは、社会主義が理論的に擁護可能かどうかにつ

いて争われた一連の論争を指す（６）。契機となったの

は、戦時には計画経済の方が効率的だと主張するオッ

トー・ノイラートに対する、ミーゼスによる反論であ
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る。彼は、計画経済を採る社会主義には、貨幣が十分

なかたちで存在しないから、万全に機能する価格ある

いは価格システムは存在しないと批判した。価格シス

テムのない社会主義国家では、資本主義と同様の「市

場」は成立せず、ひいては経済社会そのものが機能し

ないのである。これに対し、オスカー・ランゲなどの

社会主義者は、政府が市場の役割を果たせば、つまり

膨大な連立方程式を解き、価格調整を代わりに行えば、

計画経済はうまく遂行されるので、政府は、市場の代

わりの役割を十分果たしうると社会主義を理論的に擁

護し、彼に反論したのであった。

ここに遅れて論争に参戦したのがミーゼスに薫陶を

受けたハイエクである。彼曰く、市場に散在している

知識を、政府によって完全に集約することが「理論上」

できるのであれば、計画経済に妥当性があると言えな

くもない。ただし、それが「事実上」不可能な以上は、

現実的な実効性はきわめて乏しい。それよりも、現場

の人間がそれぞれの知識に基づいて判断する資本主義

の方が効率的なシステムだ、と言うのである（Hayek, 

1986［1945］）。その慧眼は、市場を様々な知識が行き

交う自律分散システムと読み替えたところにある。結

局、この論争は、第二次世界大戦後の冷戦構造のなか

でひとまず「休戦」とも言える情況にあった。

ところが、「理論上」はできるはずでも、「事実上」

実行することが不可能とみなされていた社会主義が、

もし実現可能になったとしたら、どうなるだろうか。

つまり、当時技術的に不可能であった知識の集約や分

析を、仮に中央政府がなしうる時代が来たとしたら、

社会主義を効率性の観点から否定することは、もはや

できなくなるのではないか。そうなると、資本主義に

残された優位性は、もはや人びとの持つ「選択の自由」

だけになる。しかも、情報化社会の進展を受けて、ビッ

グ・データの活用収集は日に日に強化されている。か

くして、われわれにとって真に望ましい社会システム

は、いったいどのような形態なのか。デジタル・レー

ニン主義は、まさにこの点を再び問うている。

ハイエクの洞察に関しては、現在の視点から見直す

べき点もある。彼が指摘した、市場に散在する「知識」

（今で言うビッグデータ）は、価格やマナーや習慣など、

人びとが社会で生きていく上での「ガイド」となるよ

うな情報の総体のことを指す。つまり知識の果たす役

割が、経済社会のなかで広い意味で「役に立つ」領域

に限定されていたと言える。しかし、現状集約が進め

られているビッグデータのなかには、健康や思想信条

に関する個人的な情報など、得る（知る）べきではな

いとされるものもある。20 世紀の計算論争においては

十分に論じられなかったデータ・ガバナンスの負の側

面が、21 世紀につまびらかになっているのである。

アメリカや日本においては、スマホやマイナンバー

カードなどを通じて日々の利便性を享受している反

面、自らの持つ個人情報を GAFAM などのビッグ・

テックや政府に提供している。他方でコロナ禍以降の

中国政府でも、「デジタル・レーニン主義による『ビッ

グデータ独裁』が急速な勢いで強化されている」（及

川 , 2022, p.59）という指摘もある。したがって、コロ

ナ禍を経験した現代において国家が直面している問題

とは、もはや資本主義か社会主義かという二項対立に

はなく、ネット社会を前提として、どのシステムがよ

り「安全」と「自由」を高次にバランスさせられるの

か、という点に論点が移ったと言えよう（７）。

デジタル・レーニン主義は、インターネットのテク

ノロジーによって民衆を統治する点でも、ヤーヴィン

の思想とも重なる点もある。彼は経済的自由の重要性

を強調したが、民主主義に対しては少なからず譲歩が

必要だと説いた。他方デジタルレーニン主義を推進す

る中国では、共産党の一党支配が続いている。双方と

も、時に人間の自由や民主主義に制約が課されること

も厭わない、という点に共通点がある。ヤーヴィンは

そもそも、資本主義を高度に効率化・合理化するため

には、新官房学、つまり優れたリーダーによる統治に

信頼を置いている。社会主義システムにおいても高度

な効率化・合理化を突き詰めるために、デジタル・レー

ニン主義のような強固な監視・管理システムを必要と

したのが、こんにちの中国なのである。

４　おわりに

本稿の考察を以下にまとめておこう。「新官房学」

も「デジタル・レーニン主義」も、登場した背景にあ
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る社会システムこそ資本主義と社会主義という違いは

あれども、双方とも現存の社会体制の限界を克服しよ

うとする点、さらには急進的な社会変革を厭わない点

に共通点を見出すことができる。その一方で、両者と

も、インターネットのテクノロジーを（しばしば過度

に）信頼し、さらには人びとの自由に少なからず制限

を加えることも辞さないとする点で、極端な社会思想

とみなされる可能性もあるだろう。

最後に、これらの思想とは対照的に、漸進主義的な

社会発展を重視するハイエクの洞察を再び確認してお

こう。彼の想定によると、人間は合理的ではない。に

もかかわらず、どのようにして社会（あるいは文明）

は成立し得たのか。その根拠を、彼は知識（データ）

の蓄積の存在に求めた。そうした先人の試行錯誤の蓄

積があるからこそ、決して賢明だとは言えないわれわ

れでも、文明社会を維持できている。こうした制度の

ことを、彼は「自生的秩序」と呼び、かつ支持した。

ハイエクに従えば、社会は漸次的、かつ（特定の目的

を満たすためではないという意味で）無目的に「進化」

してきたし、そのようにあるべきである。拙速な社会

変革は、人びとがこれまで積み上げてきた叡智を捨て

ることに他ならないから、社会は徐々に変化・進化し

ていく方が良いのである（吉野 , 2014）。こうして考

えてみると、本稿のような思想研究の進展は、例えば

政策のあり方を考える際にも、議論の補助線となるこ

とが期待されるだろう。

上に見たように、実際にアメリカにおいては、ヤー

ヴィンの「新官房学」がトランプ大統領の当選に一定

の影響を与えた。他方で中国においては「デジタル・

レーニン主義」による管理の強化によって、この先の

中国の人びとの生活様式に変容が迫られるであろう。

かくして、今後もこうした思想は、それだけで独立し

て存在するのでは決してなく、理論や政策とも相互に

連関しつつ、現実の社会にも少なからず影響を与えて

いくと言えよう。
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注

（１） カーティス・ヤーヴィンに関する導入的な文献

については Siegel（2022）；岡本（2022）; 木澤

（2019a; 2019b）などがある。

（２） https://www.unqualified-reservations.org「モー

ルドバグ」名義の言説は、ひとつの論文や著書

にまとめられたものはほとんど見られず、ブロ

グに分散して書かれている。このため、その全

容は決して捉えやすいとは言えない。

（３） ヤーヴィンがミーゼスやカーライルの言説をど

の程度「正しく」理解あるいは継承しているか

は、本稿の関心にはない。ここで問題にしたい

のは、あくまでヤーヴィンが、彼らの思想のど

の部分に着目したか、である。

（４） 「オルタナ右翼」について、より詳しい考察は、

Finlayson （2021）; Hermansson et al., （2020）; 

M. J. Sedgwick（Ed.）（2019）などを参照のこと。

（５） デジタル・レーニン主義に関する基本的な紹介

については、Ito （2019）；大屋（2019）；矢吹

（2018）を参照のこと。

（６） 社会主義経済計算論争の意義について詳しく

は、塩沢（1990）；西部（1996）などを参照のこと。

（７） この論点について詳しくは、梶谷・高口 （2019）

を参照のこと。
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